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第１部

新公会計制度の現状



経営品質の向上 ～市民から信頼される市役所を目指す～

１ 新公会計制度の導入目的と特徴

地方自治法に基づく単式簿記の会計。予算がどのように使われた
かを、現金の出入りに着目して表示する会計方式

１ 官庁会計

官庁会計の仕組みに加え、複式簿記・発生主義である企業会計の
考え方を取り入れた会計方式

２ 新公会計制度

（１） ストックを見える化
貸借対照表の作成により、資産や負債の情報が明らかに
なる

（２） フルコストを見える化
損益計算書（行政コスト計算書）の作成により、非現金情
報も把握できる

新公会計制度により見える化したフルコスト・ストック・コスト

パフォーマンスを分析・評価し、組織や事業の改善を行い、次年度
の予算に反映する

企業会計という「共通言語」に基づき事業のフルコストを見える化
することで、市民に対する説明責任を果たす

３ 町田市の新公会計制度の導入目的と特徴

（１） ストックが見えない
現金以外のストック（資産や負債）の情報を一覧できる仕
組みがない

（２） フルコストが見えない
減価償却費や引当金等、非現金情報を取り扱わないため、
フルコストの正確な把握ができない

（３） 企業会計に近い会計方式
企業会計という「共通言語」に基づいた会計方式であり、
市民にとっても分かりやすい

（３） 官公庁特有の会計方式でわかりづらい
一般的な企業会計とは異なり、市民にとってはなじみがな
く、わかりづらい

財務情報と非財務情報を評価・分析し、事業改善に
つなげる

「予算」に基づく活動の結果として、決算審査に活用

ミクロレベル（課別・事業別）の財務諸表と非財務情報を組み合わせた一覧性のある「課別・事業別行政評価シート」を作成

目的１ 説明責任の充実 目的２ マネジメントへの活用

特徴１ 特徴２



２ 他自治体の動向と町田市の取組

・２０１７年度末迄にミクロレベルの財務諸表である、「施設別・事業別の行政コスト計算書を作成した」市区町村は２．１％（３６自治
体） ※にとどまる

・都内自治体では、町田市に加え、江戸川区、荒川区、八王子市、福生市において課別や事業別のミクロレベルの財務諸表を作成
し、活用をはじめている。

・総務省から「統一的な基準」が示され、２０１７年度末時点で全国の市区町村のうち、８８．２％※が一般会計等のマクロレベルの財務
諸表を作成済み

・「統一的な基準」はミクロレベルの財務諸表の作成を要請するものではない

ミクロレベルの財務諸表の作成状況

マクロレベルの財務諸表の作成状況

年 度 ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８

取 組

・全国の基礎自治
体に先駆けて、新
公会計制度による
会計処理を開始

・「事業別財務諸
表」を作成し、決
算審査に活用開
始

・「事業別財務諸
表」にて経年比較
を開始

・名称を「課別・事
業別行政評価
シート」に変更

・法定の「主要な
施策の成果に関
する説明書」に位
置づけた

・総務省が示し
た「統一的な基
準」に基づく財務
諸表を公表開始

町田市の取組

※ 総務省「統一的な基準による財務書類の整備状況等調査（平成30年3月31日時点）」による



課別・事業別行政評価シート

町田市の財務諸表

３ 町田市の財務諸表の構成

町田市全体

会計別
（一般会計＋５特別会計）

部別

歳出目別

事業別

２ ミクロレベルの財務諸表

１ マクロレベルの財務諸表

（２）事業別行政評価シート（127特定事業）

（１）課別行政評価シート（106目）

（１）町田市財務諸表

（２）会計別財務諸表（5会計）

（３）部別財務諸表（22部）

全国的に作成が
進んでいる

作成している
自治体が少ない

（課別）

本委員会でのターゲット

（特定の事業・施設）

★財務情報＋非財務情報（組織や事業の成果）

★財務情報のみ



Ⅰ.組織概要

Ⅲ.事業の成果

単位

Ⅳ.財務情報

①行政コスト計算書 （単位:千円）

②行政コスト計算書の特徴的事項

96 - （ 2017年度）

事務事業の見直しに着

手した業務分野数

業務分

野

目標 6 8 10

実績 7 （ 2021年度）

減価償却費

657 113 1,293 1,180

行

政

費

用

- 41

- 5

その他 0 0 0 0

国庫支出金 0

都支出金 2,911

0

0 0

0

00

0

2,911

0

分担金及負担金

0

部名 政策経営部 課名 経営改革室 歳出目名 行政経営改革費

事業類型 c:その他型

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度目標 目標(達成時期) 成果指標の定義

◆物件費のほとんどを占める委託料の契約については、委託内容の明確化を図り、委託の実効性を高めます。また、より良い提案を引き出すために競争性を高める

必要があります。

◆経営会議にタブレット端末を導入し、会議資料の印刷や配付等、会議事務における準備時間の短縮を図っていく必要があります。

2017年度 課別行政評価シート

所

管

す

る

事

務

◆庁議に関すること（経営会議、部長会議等の運営）

◆政策的事業の総合調整に関すること（部門横断的な行政課題や重要な案件の調整）

◆行政経営改革の推進に関すること（行政経営改革プランの策定及び推進、市民参加型事業評価、事務事業見直し、経営品質向上活動等）

◆外部監査に関すること（包括外部監査の実施や指摘事項に関する改善措置の進捗等）

7,506 7,963

7,036

26,722

区分

行政経営改革プランの

達成率
%

目標 80

市民参加型事業評価の

改善率

勘定科目

0

人件費

0

2015年度 2016年度

8,530

0

補助費等

0

00 0

- -

- 40

0

0

2017年度 差額

A B B-A

- -

事務事業の見直しに着手した業務分野累計数

0

0 0

92,458 87,391 99,002

保険料

2015年度に開催した市民参加型事業評価の

改善プログラムに基づく事業の改善率
実績

- 5

組織

の

使命

市民の視点に立った質の高い組織経営の実現と、職員のチャレンジ精神の醸成を図ります。

社会情勢の変化や緊急課題、部門横断的な課題解決に向け、各部署を支援します。

市長・副市長が迅速・的確に経営判断が行えるよう、トップマネジメントを支えます。

勘定科目

成

果

の

説

明

2017年度 差額2015年度 2016年度
勘定科目

Ⅱ.2016年度末の「成果および財務の分析」を踏まえた事業の課題

◆「町田市5ヵ年計画17-21」の行政経営改革プラン全48取組において、2017年度に実施した45取組のうち43取組が計画どおりに進みました。

◆市民税業務及び資産税業務について、他自治体とのベンチマーキングにより業務コストや事務処理工程を分析し、改善の方向性を決定しました。また、第2回

行政経営監理委員会において、「自治体間比較による行政経営改革」をテーマとし、有識者、国、東京都から先進的で画期的な取組であると評価をいただきまし

た。さらに、国の経済財政諮問会議から安倍内閣総理大臣に対して「町田市のような取組を全国展開すべき」との提案が行われ、「経済財政運営と改革の基本

方針2017（骨太方針） 」の中で、先進・優良事例が全国展開を図れるよう取組を支援するとの一文が盛り込まれました。

◆2015年度に開催した市民参加型事業評価の改善プログラム44項目のうち、42項目が改善され、目標値を達成しました。

◆包括外部監査は「防災に関する財務事務の執行について」をテーマとして実施しました。

◆経営品質向上活動について、課の「仕事目標」サポーター研修及び経営品質入門研修、講演会を実施しました。

◆経営会議にタブレット端末等を導入し、会議資料の印刷や配付等、会議事務における準備時間の短縮を図りました。

A B B-A

80 80 「町田市5ヵ年計画17-21」の行政経営改革プ

ランの全取組に対して、計画以上、計画どおり

に進んでいる取組の割合実績 96 （ 2021年度）

成果指標名

他自治体とのベンチマーキングによる事務事業見直しが市町村総合

交付金の対象となったことにより2,911千円皆増。

0 0

0

主な

増減理由

従事職員構成の変更等により常勤職員人件費等が8,796千円増加。

2017年度は行政経営監理委員会を2回開催したため、専門委員報酬

が2,856千円皆増。

決算額の

主な内訳

市町村総合交付金　2,911千円

主な

増減理由

△ 113,906 △ 139,352

金融収支差額 (d)

△ 113,906

0

△ 113,906

0

6,682

物件費

0

2017年度は隔年開催である市民参加型事業評価を実施したため、委

託料が6,300千円皆増。

0 2,911

2,022 0

0

2,911

0

0

維持補修費

扶助費

0 0

常勤職員人件費　93,426千円

行政経営監理委員会専門委員報酬　2,856千円

など

特別収支差額 (f)-(g)=(h)

主な

増減理由

2017年度は隔年開催である市民参加型事業評価を実施したため、委

員謝礼が1,167千円皆増。

0

0

不納欠損引当金繰入額

当期収支差額 (e)+(h)

行政費用 小計 (b)

決算額の

主な内訳

都支出金

△ 139,352

△ 139,352 △ 25,446

特別収入 小計 (f) 0 0 0

△ 123,093

△ 25,446

0

0 0 0

△ 25,446

0賞与･退職手当引当金繰入額 13,933 6,175 14,705

0 0 0 0

勘定科目

補助費等

町田市市民参加型事業評価委員謝礼　1,167千円

行政経営関係講座負担金　126千円

0 0

特別費用 (g)

勘定科目

物件費

包括外部監査委託料　12,000千円

町田市市民参加型事業評価業務支援委託料　6,300千円

事務事業見直し支援委託料　5,821千円

経営品質向上活動支援業務委託料　2,601千円

など

%
目標 80 - 80

125,115 113,906 142,263 28,357 通常収支差額 (c)+(d)=(e) △ 123,093

使用料及手数料

0

うち時間外勤務手当

0

17,743 20,040

20,227 27,263

2,376

行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 123,093

行政収入 小計(a) 2,022

人件費

うち委託料

18,067

11,611

10,339

行

政

収

入

地方税

決算額の

主な内訳

決算額の

主な内訳

主な

増減理由

勘定科目

0

③貸借対照表 （単位:千円）

④貸借対照表の特徴的事項

⑤キャッシュ･フロー収支差額集計表 （単位:千円）

Ⅴ.財務構造分析

▽行政費用の性質別割合

Ⅵ.個別分析

▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅶ.総括

①成果および財務の分析

③課題解決・目標達成に向けた今後の取り組み

◆ICTを活用した業務効率化の方策を検討します。

◆委託料については、業者選定方法の見直しを行います。

2,911 0

0 0

2016年度末 2017年度末

0

0

勘定科目

決算額の

主な内訳

0

還付未済金

0

0

0 0

8.2 0.0 0.0 1.0 0.0

◆人件費については、業務を効率化し、時間外勤務手当を縮減していく必要があります。

◆物件費のほとんどを占める委託料については、業者選定方法の見直しを行うことで、実効性及び競争性を高める必要があります。

△ 133,811

133,811

0

0

9.0 0.0 0.0

2016

136,722 0社会資本整備等投資活動支出

社会資本整備等投資活動収支差額(b)

行政サービス活動支出

行政サービス活動収支差額(a) △ 133,811 0

収支差額　合計 (a)+(b)+(c)

一般財源充当調整額

0 0

工作物減価償却累計額

有形固定資産

◆人件費については、時間外勤務手当が2016年度比で約19％増加しています。主な増加理由は、隔年開催の市民参加型事業評価を実施したためです。市民参

加型事業評価では、全国で初めて高校生11名が評価人として参加するとともに、評価人チームと事業担当者との対話に納得した来場者の割合は、2015年度と比

較して23ポイント増加し、84％となりました。

◆行政費用の約20％にあたる物件費については、そのほとんどを委託料が占めています。このうち、市民参加型事業評価の委託契約においては、業者の選定方法

を指名型プロポーザルから公募型プロポーザルに変更することで、競争性を高めました。

金額

0.4

0.6

0社会資本整備等投資活動収入行政サービス活動収入

勘定科目

財務活動収入

財務活動支出

財務活動収支差額(c)

内

訳

3.0

再任用

2016年度 歳出目　合計

イ

ン

フ

ラ

資

産

0

工作物(取得価額)

無形固定資産

建設仮勘定

0 0

0 0

0 0

0

0

0 0

負債の部合計

0

勘定科目

その他の固定資産

0

1.02017年度 歳出目　合計

1.0

0.0

勘定科目勘定科目

合計

3.4

0.6

(フルタイム) (短時間)
嘱託

繰延収益 0 0

△ 74,024 △ 79,564 △ 5,540

0無形固定資産

0

地方債

賞与引当金

流動負債

3,898 5,131 1,233

その他の流動負債 0

4,307

その他の固定負債 0

5,540

0

長期前受金 0

74,433

0

退職手当引当金

0

1,233

0

0

0

固定負債

0

0 0

0

0

差額

0

0

Ｂ-Ａ

4,307

有形固定資産

土地

建物(取得価額)

74,024 79,564

勘定科目

0

0

70,126 74,433

0

0

地方債 0 0

2016年度末

3,898 5,131

70,126

0

2017年度末

Ａ Ｂ

00

Ｂ-Ａ

0 0

勘定科目
Ｂ

未収金

不納欠損引当金

0

流

動

資

産 その他の流動資産 0

差額

Ａ

0

0

0.4

3.0

2.0

1.0

2.0

事務事業見直し推進事務

土地

0

0

0 0

工作物(取得価額)

0 0

主な

増減理由

2017

合計
臨時業務内容

金額

常勤
再任用

経営品質向上事務

金額

勘定科目

決算額の

主な内訳

庁内調整・会議事務

0

決算額の

主な内訳

0

経営改革室管理事務

0 純資産の部合計

0

2.1

3.0

0.6

0

資産の部合計

固

定

資

産

事

業

用

資

産 工作物減価償却累計額

0 0

0

建物減価償却累計額

0

0

②2017年度末の「成果および財務の分析」を踏まえた事業の課題

純資産 △ 74,024 △ 79,564 △ 5,540

負債及び純資産の部合計 0 0

主な

増減理由

9.2

主な

増減理由

10.0 10.0

4.4

0.4

2.1

行政経営改革事務

0

69.6%

人件費

76.7%

人件費

73.9%

人件費

19.2%

物件費

17.8%

物件費

14.4%

物件費

0.9%

補助費等

0.1%

補助費等

0.5%

補助費等

10.3%

その他

5.4%

その他

11.2%

その他

2017年度

2016年度

2015年度

50%
61%

84%
130人

149人

192人

0

20

40

60

80

100

0

50

100

150

200

2013年度 2015年度 2017年度

【%】【人】
市民参加型事業評価における

来場者数と来場者の納得度

「評価人チームと事業担当者との対話は、納得い くものだった」と回答した来場者

の割合

来場者数

４ ミクロレベルの財務諸表 ～課別行政評価シート～

Ⅱ 前年度末の課題

Ⅲ 事業の成果

Ⅰ 組織の概要

Ⅳ 財務情報
（行政コスト計算書）

Ⅳ 財務情報
（貸借対照表）

Ⅴ 財務構造分析
Ⅵ 個別分析

Ⅶ 総括



④貸借対照表 （単位:千円）

⑤貸借対照表の特徴的事項

Ⅴ.財務構造分析 Ⅵ.個別分析

▽行政費用の性質別割合 ▽利用料金収入と利用状況の推移

▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅶ.総括

①成果および財務の分析

③課題解決・目標達成に向けた今後の取り組み

◆教室事業をはじめとする事業の充実や利用時間の拡大を検討します。

◆今後予定される施設改修までの間、施設・設備の適切な管理に努める必要があります。

◆施設の大規模改修に向け、大型物品の修繕必要箇所等を調査し、施設改修に合わせた備品更新について検討します。

◆2017年度に実施した利用者アンケートをもとに、利用者に人気のある事業の開催回数を増やすなど、利用者満足度の向上に努めます。

②2017年度末の「成果および財務の分析」を踏まえた事業の課題
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負債及び純資産の部合計 3,949,205 3,787,847
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0.3

主な

増減理由

0.2

△ 161,358

勘定科目

3,949,205

総合体育館重要物品　0円

勘定科目 建物(事業用資産)土地(事業用資産)

資産の部合計

0

0 負債の部合計 21,167 18,715

0

0

決算額の

主な内訳

総合体育館建物　7,241,685千円

0

0

0

0

0.0

決算額の

主な内訳

△ 161,358

その他の固定資産

合計

0.2

0.0

純資産の部合計△ 1,6490 3,928,038 3,769,132 △ 158,906

事

業

用

資

産

3,787,847

Ａ Ｂ

0

Ａ Ｂ

建設仮勘定

流

動

資

産 その他の流動資産

3,947,556

0 0

0

5,421

固

定

資

産

未収金

不納欠損引当金

勘定科目

0

2016年度末

0

Ｂ-Ａ

差額
勘定科目

Ｂ-Ａ

0

1,975 △ 50

還付未済金

1,980

2017年度末

0 0

2016年度末 2017年度末

地方債

賞与引当金

流動負債

0

△ 327

100 85 △ 15

その他の流動負債 0

△ 159,382

1,239

10

0

その他の固定負債

0

1,880 1,890

0

差額

固定負債

764,504

15,501

0

退職手当引当金 1,796

繰延収益 0 0

△ 2,452

0

0

0

0

0長期前受金

△ 557

0

△ 1,890

0

0

19,187 16,740 △ 2,447

地方債 17,391

0

0.3

常勤
再任用

0.0

0.0

0.0

総合体育館管理費

2017

合計
臨時業務内容

0.3

再任用

0.0

0.0

0.0

総合体育館土地　764,504千円

有形固定資産

土地

工作物(取得価額)

△ 4,063,072

工作物減価償却累計額

0

0

0

工作物減価償却累計額

5,421

建物減価償却累計額

土地

建物 (取得価額)

工作物(取得価額)

0

2016年度 特定事業　合計 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0

決算額の

主な内訳

0.02017年度 特定事業　合計 0.0

(フルタイム) (短時間)
嘱託

勘定科目

イ

ン

フ

ラ

資

産 0

0

0 0

3,787,847

0無形固定資産

◆施設の利用者数の目標を達成しました。また、利用者のニーズにあわせた教室事業の実施等、事業の見直しを図った結果、利用者満足度が6ポイント向上してい

ます。今後もニーズの把握や事業の見直しを継続して行い、利用者満足度の向上を図っていく必要があります。

◇施設の改修まで、利用者に安全な施設を提供できるよう施設設備の状態を保つ必要があります。

◇大相撲やＦリーグ、プロバスケットボールなどのプロスポーツを観戦する機会を提供できた一方、土日祝日に関しては、市民対象の大会等により一般の利用者が利

用しにくい環境になっています。諸室の平均利用率が90％を超え飽和状態であることも要因であり、市民が利用できる新たな環境を創出することも今後検討の必要

があります。

0.2 0.0 0.0

2016

主な

増減理由

総合体育館建物の減価償却により、

159,382千円の減少。

その他の固定資産

0

1,649

◆指定管理者が施工する日常的な修繕（施工額400千円未満）は、物件費に含まれています。

◆施設利用者数は2016年度比で約30,000人増加しました。これは、トレーニング室の利用者が約9,400人、大会等の開催に伴う参加者数が約7,000人増加したこと

が要因です。また、利用者ニーズに合わせ、教室事業を実施したことも利用者数増加につながりました。

◆2016年度課題としていた利用者満足度について、約7割の方から施設設備に関する満足度及びスタッフの接遇面に関して高評価をいただきました。

◇施設全体の老朽化による不具合が生じており、早急な設備の更新が求められています。
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2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

単位:千円

利用料金収入 施設利用者数

Ⅰ.事業概要

Ⅲ.事業の成果

Ⅳ.財務情報

①行政コスト計算書 （単位:千円）

②行政コスト計算書の特徴的事項

③単位あたりコスト分析 ※単位あたりコストは、各年度の「行政費用 小計(b)」を「実績」で割って円単位で算出しています。

94 - 2018年度

95 95 95

成果指標の定義

人
目標

実績

％
目標

実績

一般利用者のほか、大会等の開催に伴う参加

者や観客、指定管理者の実施事業の参加者

が含まれています。

各アリーナ・小体育室・武道場・和洋弓場の平

均利用率。一般貸出のほか大会や指定管理

者の実施事業を含みます。

458,848 470,000 500,000 500,000 500,000

502,969 492,323

93 93

有形固定資産減価償却率

521,786 - 2018年度
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815 △ 41

勘定科目

決算額の

主な内訳

対前年度 単位あたりコストの増減理由単位 年度 実績 単位あたりコスト

主な

増減理由

総合体育館の備品修繕を行ったことにより、573千円の増加。

指標名

人

521,786 施設利用者数が増加したことにより、1人あたりのコストが41円減少しました。
856 6

502,969 850

設備の老朽化のため修繕を行ったことにより、4,604千円の増加。

既設給水ポンプ部品交換修繕　1,054千円

空気調和機　モーター交換修繕　962千円

消防設備修繕　956千円

エレベーター修繕　918千円　など

△ 421,152当期収支差額 (e)+(h)

指定管理料　253,164千円

自動体外式除細動器及び体育機器賃借料　3,402千円
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10

行政収入 小計(a)△ 10

△ 51
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不納欠損引当金繰入額

事業費の増加に伴い、1㎡あたりのコストが168円増加しました。

△ 11,597
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入
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469

賞与･退職手当引当金繰入額 93 297 85 △ 212
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決算額の
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決算額の

主な内訳

行政費用 小計 (b)

特別収入 小計 (f)

△ 259

336 1,272,807 △ 31,754

1,269,836 8,626 事業費の増加に伴い、1日あたりのコストが8,626円増加しました。

168

2015 24,767 17,267

うち委託料

5,209 75 4,679

0 0 0補助費等 0

4,604

0 0 0

253,706 253,656

減価償却費

維持補修費

総合体育館利用者１人あた

りコスト

24,767

2016 24,767

334 1,261,210
総合体育館１日あたりのコス

ト
日

2017 335

2016

2015

17,008

勘定科目

延べ床面積1㎡あたりのコス

ト
㎡

2017

△ 379

部名 文化スポーツ振興部 主管課名 スポーツ振興課

△ 208

国庫支出金

0

0

△ 208

0

0

2017年度 差額2015年度 2016年度
勘定科目

0

0

2018年度目標 目標（達成時期）

A B

事業

目的

町田市立総合体育館の施設と、附属設備の維持管理を適切に行います。

市民が気軽にスポーツを楽しむ場所を提供するとともに、観るスポーツの提供を図ります。

95

Ⅱ.2016年度末の「成果および財務の分析」を踏まえた事業の課題

◆施設の改修まで、利用者に安全な施設を提供できるよう施設設備の状態を保つ必要があります。

◆施設の利用者数が目標を達成しました。今後は、利用者が求める事業の継続実施や利用者サービスの充実を図る必要があります。

◇大相撲やＦリーグ、プロバスケットボールなどスポーツを観戦する機会を提供できた一方、土日祝日に関しては、市民対象の大会等により一般の利用者が利用しに

くい環境になっています。諸室の平均利用率が90％を超え飽和状態であることも要因であり、市民が利用できる新たな環境を創出することも検討していく必要があり

ます。

区分

基本

情報

根拠法令等

施設の名称 町田市立総合体育館
100,052 104,356

町田市体育施設条例

2015年度

（単位:千円)

受益者負担比率 2015年度 2016年度 2017年度

54.2% 56.5% 58.7%

差額

17,176

0

歳出目名 スポーツ振興費 特定事業名 体育館事業 事業類型

A B B-A

257,057257,746

2017年度2015年度 2016年度
勘定科目

2,041 2,447 1,643人件費

95

2016年度 2017年度

利用料金収入

2017年度 事業別行政評価シート

成

果

の

説

明

◆2016年にトレーニング室の拡張工事を行って以降、利用者数が増加傾向にあります。2017年度については、トレーニングプログラムの見直し等を行った結果、

利用者数が約9,400人増加しました。（2016年度　100,483人・2017年度　109,869人）

◆利用者アンケートをもとに、利用者のニーズに合わせた教室事業を実施しました。親子向け体操教室など人気のある事業については、年齢別に教室を分け、

開催回数を増やした結果、利用者数増加につながりました。また、ASVペスカドーラ町田によるフットサル教室や元Vリーグの選手によるバレーボール教室を新たに

実施し、トップアスリートとの交流機会も創出しました。結果、教室事業参加者数が約4,600人増加しました。（2016年度 14,284人・2017年度　18,941人）

104,303 建設年月日 1990年9月1日
19.0% 19.3% 19.2%

施設利用者数

施設利用率

成果指標名 単位 2015年度 2016年度

1:施設運営受益者負担型

５ ミクロレベルの財務諸表 ～事業別行政評価シート～

Ⅱ 前年度末の課題

Ⅲ 事業の成果

Ⅰ 組織の概要

Ⅳ 財務情報
（行政コスト計算書）

Ⅳ 財務情報
（貸借対照表）

Ⅴ 財務構造分析
Ⅵ 個別分析

Ⅶ 総括



貸借対照表

行政コスト計算書
成果および財務の分析

事業の成果
・成果指標 ・ 成果の説明

事業に関わる人員

課題解決・目標達成に向けた
今後の取り組みキャッシュフロー

収支差額集計表

組織概要

前年度決算時の
「成果および財務の分析」を

踏まえた事業の課題

「成果および財務の分析」を
踏まえた事業の課題

【事業別】
単位あたりコスト分析

（コストパフォーマンス分析）

６ ミクロレベルの財務諸表の構造 ～財務情報×非財務情報～

１ 財務情報 ２ 非財務情報 ３ 総括（評価・分析）

経年情報

経年情報

経年情報 ・・・課別・事業別行政評価シートにおいて過年度分の情報を記載している。

【課別】
・組織の使命
・所管する事務

【事業別】
・事業概要
・事業目的
・基本情報

行政コスト計算書
行政コスト計算書
貸借対照表
貸借対照表

４ 主な分析例

経年情報

経年情報

コストに見合った成果が出ているか？
人件費・人員体制に見合った成果が出ているか？
資産は事業に十分活用されているか？
資産の老朽化の状況はどうか？

事業の成果
事業の成果
事業の成果

事業に関わる人員

課別・事業別行政評価シート

（１） 財務情報 （２） 非財務情報 （３） 評価・分析の視点



第２部

新公会計制度を活用した自治体間比較と
今後の可能性



町田市では、ミクロレベルの財務諸表と非財務情報を組み合わせた「課別・事業別行政評価シート」において次の比較を実施

（１） 縦比較（経年比較）
貸借対照表、行政コスト計算書、事業の成果、事業に関わる人員について経年比較している

（２） 横比較（同種施設間比較）
市民センター、子どもセンター、図書館等の横比較を実施している

（３） 自治体間での横比較

７ 財務諸表による自治体間比較の必要性 ～財務諸表をもっと使うために～

２ 町田市における財務諸表比較

（１） 経年比較、同業他社比較等が行われている

（２） 標準的な共通の指標がある

（３） 指標の水準や評価基準が確立している

１ 企業会計における財務諸表比較

ミクロレベルの財務諸表の自治体間比較により、他自治体との指標に基づく差異から、事業所管課は、
（１） 客観的な立ち位置や特徴を認識できる
（２） 事業改善への気づきを得られる
（３） 比較に基づく客観的な事業説明ができる

３ 自治体間比較の必要性

他社との比較手法
が確立している

他自治体との
比較手法が

確立していない
未実施

財務諸表もっと使うためには？



８ 財務諸表による自治体間比較の課題

１ 自治体間比較するうえでの課題

（１） 自治体規模の差異
自治体ごとに人口、面積、予算、事業等の規模が異なるため単純比較することが難しい

（２） 財務諸表の作成単位の差異
基礎自治体には、比較し得る共通の行政サービス（事務事業）があるものの、財務諸表の作成単位（セグメント）やサービス内容が
自治体ごとに異なるため単純比較することが難しい

（３） 自治体共通の指標が未整備
民間企業では、事業規模に左右されない、「利益」や「売上」といった共通的な指標があるが、自治体にはない

（４） ミクロレベルの財務諸表を作成する自治体が少ない
課別や事業別の財務諸表を作成する自治体は徐々に増えているものの、全体的には少数である

どうしたらシンプルに比較できるか？

（１）財務指標

財務諸表のフルコストやストック等を組み合わ
せた指標

（例）資産の老朽化比率
受益者負担と行政費用の比率

「割合」による共通の指標を用いると、自治体間の規模や事業の差異を吸収することが可能となる

（２）コストパフォーマンス指標

財務情報と非財務情報を組み合わせた
行政サービス（事務事業）を比較するため指標

（例）利用者一人当たりコスト
延べ床面積当たりコスト

２ 指標による差異の吸収

「割合」を用いた指標のスタンダード化

なぜ、今まで比較できなかったのか？ やらなかったのか？



９ （参考）ミクロレベルの財務諸表の作成状況比較

町田市 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

１／１ １．６２／０．６９ ０．５０／０．１４ ０．１４／０．１４ ０．７６／１０．５５

１ １．６４ ０．６３ ０．１７ １．１７

課・歳出目別

１０６

⇒原則、全課

６４

⇒原則、全課

８６

⇒原則、全課
なし

１０１

⇒原則、全課

事業別

１３０
（３特別会計含む）

⇒特定の事業

１２１
（３特別会計含む）

⇒特定の事業

１１６５
（３特別会計含む）

⇒原則、全事業

約４００

⇒原則、全事業

１１８
（３３特別会計含む）

⇒特定の事業

（参考）

スポーツ関連のセ
グメント

＜課（歳出目）別＞
・スポーツ振興課

＜特定事業別＞
・体育館事業
・室内プール事業
・球場・コート施設事業
・学校施設開放事業
・クラブハウス管理事業
・スポーツ広場事業

＜課（歳出目）別＞
・スポーツ振興課

＜特定事業別＞
・障害者スポーツ推進費
・総合体育館管理経費
・スポーツランド管理経費
・スポーツセンター管理経費
・陸上競技場管理経費
・球場管理経費
・球技場管理経費
・市民スポーツガーデン管理経費
・グラウンド管理経費
・テニスコート管理経費
・プール管理経費

・東京オリンピック・パラリンピック機
運醸成事業費

＜課（歳出目）別＞
・スポーツ振興課

＜事業別＞
・スポーツ推進員活動
・スポーツひろば
・体育協会補助
・障害スポーツ振興事業
・コミュニティスポーツの普及
・Ｂ市マラソン
・体育の日記念行事
・その他振興費
・友好都市スポーツ交流事業
・スポーツ活動支援
・市民体育大会
・市民運動場管理費
・総合スポーツセンター管理運営費・営繕費

・スポーツハウス管理運営費・営繕費
・スポーツハウス各種教室の開催
・オリンピック・パラリンピック機運醸成事業

＜施設別＞
・総合スポーツセンター
・スポーツハウス
・Ｂ市野球場
・Ｂ市運動場
・市民運動場
・Ｂ市運動場
・Ｂ市野球場
・少年運動場

＜事業別＞
・スポ―ツ推進事務
・大会派遣事務
・保健体育事務
・市民総合体育大会運営事業
・中央体育館運営事業
・中央体育館管理事務
・地域体育館管理運営事業
・市営プール管理運営事業
・テニスコート運営事業
・テニスコート管理事務
・市営競技場運営事業
・市営競技場管理事務
・Ｃ野球場運営事業
・Ｃ野球場管理事務
・その他の体育施設運営事業
・その他の体育施設管理事務
・車両管理事務
・積立金（学校施設等整備基金）

＜課（歳出目）別＞
・スポーツ振興課

＜事業別＞
・体育館費
・運動場費
・屋内水泳場費
・スポーツ広場費
・アイスアリーナ費
・スポーツパーク費
・地区体育施設費

ミクロレベルの財務諸表は、その区分け方の粒度が様々である

自治体

項目 人口比/面積比

一般会計総費用比

※2017年度決算ベース、人口比・面積比・一般会計総費用比は町田市を1とした場合の各自治体の比率を示す。人口・面積は17年4月1日時点、一般会計総費用は2016年度



財務諸表を活用した自治体間比較 （参考）自治体間ベンチマーキング

比較対象
の粒度

マクロレベル ミクロレベル 超ミクロレベル

比較対象
町田市財務諸表

（市全体・会計・部）
課別・事業別行政評価シート

（課・事業）
法定業務

比較対象のブレ
（市全体・会計）○

（部）△

（課）△
（事業）◎～△

◎

比較手法
（１）新公会計制度普及促進連絡
会議※の「自治体間比較部会」で研究
中

（１）新公会計制度普及促進連絡会議
の「事業別分析部会」で給食調理業務
等を対象に、事業比較を研究中

（２）町田市、江戸川区、荒川区、福生
市の「財務諸表自治体間比較検討会」
で体育館事業や国民健康保険事業等
を対象に、分析指標や比較様式を研
究中

（１）介護保険業務、市民税業務等の
法定業務で、コスト、コストパフォーマ
ンス、稼働時間等の指標を用い、業務
プロセスレベルで自治体間比較する。

継続性・簡易性 ◎ ◎ △

作成タイミング 毎会計年度 毎会計年度 比較実施時（随時）

業務改善への
活用可能性 △ ○ ◎

１０ 自治体間比較手法

ミクロレベルの財務諸表による自治体間比較の有用性を検証

※ 新公会計制度を本格導入した自治体によって
構成される連絡会議。参加団体は、計17団体
（2019年1月時点）となっている。



１１ 今後の展開 ～ミクロレベルの財務諸表を整えるために～

（１） 自治体規模、施設規模、事業規模の違いを乗り越える
「割合」の指標設定

○ フルコストやストック等を組み合わせた財務指標
○ 財務情報と非財務情報を組み合わせた行政サービス

（事務事業）を比較するためのコストパフォーマンス指標

（２） 事業ごとの共通指標設定
○ 民間企業における「利益」等を軸にした共通的な指標がないため、

事業ごとに「割合」の指標を設定する必要がある

（１）予算、決算、事業分析
等に長けた職員の
育成

（２）他自治体・民間企業・
大学等とコラボレー
ションできる職員の
育成

１ 公会計の活用を推進
する職員の育成

Ａ スタンダードの確立

１ 先行自治体レベル

ガイドライン等を作成する

東京都が先導している新公会計制
度普及促進連絡会議等、自治体共
同による検討を進め、財務諸表のス
タンダードの確立を進める

（１） 財務諸表の活用事例を増やす

（２） 財務諸表のスタンダードを示す

（３） 比較手法のスタンダードを示す

２ 都道府県レベル

３ 国レベル

Ｂ 先行自治体による比較手法の開発 Ｃ 人材の育成

ミクロレベルの財務諸表を作成・活用する自治体が増える

ディスクロージャーとマネジメントがより強化され、経営品質の向上につながる

ミクロレベルの財務諸表におけるセグメ
ント・指標・会計基準・配賦基準等を共
通化・標準化する

（１） 財務諸表のオープン
データ化

（２） 固定資産台帳の公表

Ｄ 民間活用の推進

１ 共通の指標づくり

２ セグメントのマッチング

（１） セグメントが合っている事業を比較する
国民健康保険事業会計、後期高齢者医療事業会計、介護保険
事業会計など、特別会計ごとの比較

（２） ストックを持たない事業の比較可能性を検討する
福祉分野、子育て分野、内部管理分野等

（３） ICTでセグメントの違いを乗り越える
町田市で２０１７年度から導入している財務会計システムは、標準
パッケージ機能として、予算体系に縛られない、任意のセグメント
設定が可能となっている

他自治体のセグメントと合わせることができる

１ 新たなアイディアや
機会の創出

比較に基づく客観的な事業説明と事業改善ができる


